
議事 （２）

中間駅周辺まちづくり案



中間駅周辺まちづくり調査の実施フロー

平成２２年度

平成２３年度

平成２１年度 中間駅周辺の開発需要調査
・中間駅周辺の開発需要は約４，０００人と推計

↓
※中間駅の鉄道需要の拡大を図るため、

産業集積拠点としての可能性の検討

※産業集積拠点や集客施設に関する
調査成果を踏まえたまちづくりを検討

産業集積拠点に関する
検討
・産業集積拠点の可能性
・導入分野･機能の方向性などを検討

まちづくり方針の検討①
・まちづくりのコンセプト案
・コンセプトに基づく基本方針
・土地利用のイメージ
など検討

まちづくり戦略の検討②
・まちづくり方針精査（土地利用イメージ絞り込み）
・事業スピード、コスト縮減の検討
・事業手法の検討
などを検討

中間駅周辺まちづくり中間とりまとめ案について、地下鉄７号線延伸検討委員会に提案

中間駅周辺の産業集積
拠点に関する調査
・導入分野･機能の整理
・企業が進出しやすい条件整理
・産業集積拠点形成に向けた方針
などを検討

・企業等への訪問ヒアリング実施中

中間駅周辺の産業集積
拠点に関するアンケート調査

沿線開発については、延伸に伴い中間駅を設置する場合に中間駅周辺地域に将来見込むことのできる
開発需要を見定めながら中間駅周辺のまちづくりの規模拡大や産業集積拠点を検討します。

社会環境の変化等を
踏まえつつ、駅周辺
で無理なく、定着を
図ることができる
人口を推計する。
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アンケートによる沿線地域選好結果

中間駅周辺の開発需要調査の結果について中間駅周辺の開発需要調査の結果について

～ 中間駅周辺において、将来見込まれる開発需要は、約約4,0004,000人程度人程度という結果となった。（試算方法等は以下のとおり。）

Ｓｔｅｐ１．将来、埼玉県内へ流入する人口（域内移動を含Ｓｔｅｐ１．将来、埼玉県内へ流入する人口（域内移動を含
む。以下同じ。）を推計する。む。以下同じ。）を推計する。
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Ｓｔｅｐ２．将来、埼玉高速鉄道線沿線地域へ流入する人Ｓｔｅｐ２．将来、埼玉高速鉄道線沿線地域へ流入する人
口を推計する。口を推計する。

≪推計手順≫
①step1で算出した埼玉県への流入人口量に、６路線沿線市町村の
県総人口に占める割合（80%）を乗じ、将来、６路線沿線地域への転
居人口量を算出する。
②上記①で算出した転居人口量にアンケート結果を乗じることによっ
て埼玉高速鉄道線沿線への将来の流入人口量を算出する。

Ｓｔｅｐ３．将来、中間駅周辺地域へ流入する人口を推計Ｓｔｅｐ３．将来、中間駅周辺地域へ流入する人口を推計
する。する。

≪推計手順≫
①北総鉄道線など類似の鉄道沿線地域のデータを集計し、
「都心からの時間距離」と「人口密度」の相関を分析
②Step２で推計した埼玉高速鉄道線沿線への流入人口とも
とに、上記①の分析結果を用い、中間駅周辺地域の流入人
口（開発需要）を算出

中間駅周辺地域の開発需要は、中間駅周辺地域の開発需要は、
約約4,0004,000人程度の結果に人程度の結果に。

≪推計手順≫
①平成17年度における各地域の人口に対する南関東地域内への
移動人口量の発生率を算出する。
②各地域の将来人口推計に上記①で算出した発生率を乗じること
によって、将来の南関東地域内への流入人口量を算出する。
③上記②で算出した転居人口量にアンケート結果を乗じることに
よって、埼玉県への将来の流入人口量を算出する。

アンケートによる居住地選好結果
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「都心からの時間距離」と「人口密度」の相関

居住希望地

（n=4,000）

現
在
の
居
住
地

東京 埼玉埼玉 千葉 神奈川

東京 93% 1%1% 2% 5%

千葉 34% 2%2% 58% 6%

埼玉 27% 65%65% 3% 5%

神奈川 25% 0%0% 1% 74%

南関東外 54% 10%10% 10% 26%

・東京は、都心部、区部、都下の３地域の23区勤務者
（n=500×3）

・埼玉は、23区勤務者と県内勤務者（n=500×2）

・千葉、神奈川は、23区勤務者のみ。（それぞれn=500）

・南関東外は、南関東への転居を検討している者を対象
（n=500）
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※埼玉県に居住する者で、23区に勤務する者（n=500）及び県内に
勤務する者(n=500)のうち、県内での転居を希望する者の集計地
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中間とりまとめ案
（コンセプト・開発パターンの検討経緯）



中間とりまとめ案（コンセプト・開発パターン）



中間とりまとめ案
（交流人口創出型 イメージ図）



中間取りまとめ案
（定着・交流バランス型 イメージ図）



中間とりまとめ案（事業推進手法）



中間駅周辺まちづくりの主な課題とリスク

①人口減少
人口減少局面を迎える中での新しいまちづくりのリスク。

（さいたま市も２０１５年頃から減少傾向）

②浦和美園以北のまちづくり
浦和美園で計画人口約３万人規模の開発推進中。

（浦和美園以北での新規定住の可能性）

③財政負担
少子高齢・人口減少社会における税収減・義務費増大の

中での長期的な整備費の確保。



中間駅周辺における産業集積拠点形成に関する調査
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三条市ＨＰより



議事２： 中間駅周辺まちづくり案 資料２の1.参照 討議用資料１

Ｑ：人口減少局面、周辺開発状況等を考慮したまちづくり案となっているか？
Ｑ：鉄道とセットにしたまちづくり開発で考慮すべきことは？（利用促進策など）
Ｑ：まちづくりの実現可能性を高める方策は？（住民参加、企業誘致など）
Ｑ：その他、中間駅周辺まちづくりに必要なことは？

中間駅周辺まちづくり案への提案・助言

岩槻駅周辺
〔副都心〕

中間部

埼玉スタジアム

浦和美園
〔副都心〕

中間駅周辺の開発需要調査
結果：４０００人程度の人口定着
（人口減少、他路線等も考慮）

産業集積拠点を形成する戦略
•有識者による検討作業
•アンケート&ヒアリングで実態把握

人口減少を考慮した開発規模 交流人口創出による利用促進

コンセプト（×３案）
～魅力的なまちづくりを目指して～

開発パターン（×２案）
～鉄道利用の促進と需要調査に基づく開発規模～

交流人口創出型 定着・交流バランス型

中間駅周辺まちづくり案の特徴：

まちを特徴づける「コンセプト」３つと、鉄道利用促進も意識した「開発パターン」２つを用意。
開発スピードや効率性を意識した推進手法も検討。事業化の際には迅速に市民協働組織立ち上げて、
コンセプト等のまちづくり案の絞込みと早期の合意形成を図る。

Ａ 環境にやさしい新しいまちづくり

「街じゅうがエコ 太陽を活かす未来都市」

B 長寿社会に対応したまちづくり
「長生きをサポートする 健康先進都市」

統合案（エコ・健康・自然の３つのコンセプトを統合）
「健康と自然を育む木洩れ日の街」

•コスト縮減、スピードアップ方策
•鉄道利用促進のソフト施策
•市民参加の協働組織 など

事業推進手法の工夫等

•約45ha
•産業用地を
集中配置

•企業、学校等
集客施設によ
る鉄道利用増
を図る

•約65ha
•住宅用地を中心
にしつつ、産業用
地も配置

•住民4000人口規
模に加えて、企業、
学校等集客施設に
よる鉄道利用増を
図る

赤羽岩淵・都心方面


